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はじめに 

 

 平成７年１月に発生した阪神・淡路大震災は、地震により６，４００余名の尊い犠牲

者と約２４万棟に及ぶ住宅家屋の全半壊等甚大な被害をもたらし、戦後最大の被災とな

った。地震による直接的な死者数は５，５０２人で、さらにこの約９割の４，８３１人

が住宅・建築物の倒壊等によるものであった。 

 このため、国は阪神・淡路大震災の教訓を踏まえて「建築物の耐震改修の促進に関す

る法律」（平成７年法律第１２３号。以下「耐震改修促進法」という。）を制定し、建築

物の耐震化に取り組んできたところである。 

 山形県では、国の地震調査研究推進本部地震調査委員会により「山形盆地断層帯・長

井盆地西縁断層帯等４断層帯の長期評価」が発表され、山形盆地断層帯においては、阪

神・淡路大震災を上回るマグニチュード７．８クラスの大規模地震が今後３０年以内に

最大８％の確率で発生する可能性が指摘された。県ではこの評価を始めとする県内４断

層帯に係る国の調査結果を踏まえ、順次、被害想定調査を実施してきた。 

 しかしながら近年、平成１５年７月の宮城県北部連続地震、平成１６年１０月の新潟

県中越地震、平成１７年３月の福岡県西方沖地震、平成１９年３月２５日の能登半島地

震、平成１９年７月１６日の新潟県中越沖地震、平成２０年６月の岩手・宮城内陸地震

等の大地震が頻発しており、本町においても長井盆地西縁断層帯が南北に広がっている

ことなどから大地震はいつ発生してもおかしくない状況にある。 

 こうした状況の中においては、国は耐震改修を緊急に促進させるために平成１８年１

月に耐震改修促進法を改正した。これを踏まえ山形県では「山形県建築物耐震改修促進

計画」を策定しており、本町でも今後の大地震に対する備えとして、昭和５６年以前に

建築された既存住宅・建築物の耐震化を促進するため、耐震性向上に関する総合的な施

策の基本となる「川西町建築物耐震改修促進計画」を定めるものである。 

 

 

改定にあたって 

 

 平成２１年度から平成２７年度を当初の計画期間として本計画を推進してきたが、計

画を推進するなかで、東日本大震災が発生し、建築物の耐震化の必要性が国民に一層強

く認識されることとなった。また、南海トラフの巨大地震や首都直下地震の被害想定で

これらの地震が最大クラスの規模で発生した場合、東日本大震災を超える甚大な人的・

物的被害が発生することがほぼ確実視されていることから、国は建築物の耐震化を加速

するため、施策の強化が喫緊の課題であるとし、平成２５年に耐震改修促進法を改定し

た。それを踏まえて山形県が平成１８年度策定した「山形県建築物耐震改修促進計画」 

を平成２６年５月に改定したことを受け、本町においても建築物の耐震化施策の一層の

推進を図るため、本計画を改定するものである。 
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１ 計画の概要 

 

 （１）計画の目的 

  「川西町建築物耐震改修促進計画」（以下「促進計画」という。）は、町民の生命や

財産を保護するため、地震による建築物の倒壊等の被害を最小限に抑え、既存建築物

等の耐震性向上策として、県と町が連携しつつ耐震診断・改修等を総合的・計画的に

促進するための基本的な枠組みを定めることを目的とする。 

 

 （２）計画の位置づけ 

 促進計画は、「建築物の耐震改修の促進に関する法律」（平成７年法律第１２３号 

以下「耐震改修促進法」という。）及び「山形県建築物耐震改修促進計画」（以下「山

形県耐震改修促進計画」という。）に基づき、「川西町地域防災計画」を上位計画とし

地域の実情を勘案し、既存建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るために策定す

るものである。 

  

 （法律）災害対策基本法・建築基準法・建築物の耐震改修の促進に関する法律 

 （国） 防災基本計画・官庁施設の総合耐震計画基準 

 （県） 山形県地域防災計画・山形県建築物耐震改修促進計画 

     山形県公共施設等耐震化基本指針 

 （町） 川西町地域防災計画・川西町建築物耐震改修促進計画 

 

（３） 計画の期間等 

  本促進計画の目標年次を平成３２年度とする。 

 

 

 

 

２ 建築物の耐震診断及び耐震改修に関する目標 

 

（１） 想定される地震の規模、想定される被害の状況 

  山形県内においては、庄内平野東縁断層帯、新庄盆地断層帯、山形盆地断層帯、長

井盆地西縁断層帯の４つの主要な断層帯が存在しており、長井盆地西縁断層帯をはじ

め３つの断層帯で阪神・淡路大震災のマグニチュード７．２を上回る７．５～７．８

クラスの大規模地震が発生する可能性が指摘されている。（表－１） 

  本町に最も隣接する長井盆地西縁断層帯の本町に与える影響も懸念される。 
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（表－１） 想定地震の長期評価一覧 

 

断層名 

最大想定

マグニチ

ュード 

 

位置 

 

断層の長

さ 

発生確率  

公表年月 

30年以内 100年以内 

庄内平野東縁断層帯 
M7.5 

程度 
遊佐町～旧藤島町 約 38㎞ 

ほぼ 

0～6% 

ほぼ 

0～20% 
平成 21 年 10 月 

新庄盆地断層帯 
M6.6～7.1 

程度 

（東部）新庄市～舟形町 約 22㎞ 
0.6～5% 2～20% 平成 23年 5月 

（西部）鮭川村～大蔵村 約 17㎞ 

山形盆地断層帯 
M7.8 

程度 
大石田町～上山市 約 60㎞ 1～8% 4～20% 平成 19年 8月 

長井盆地西縁断層帯 
M7.7 

程度 
朝日町～米沢市 約 51㎞ 

0.02% 

以下 

0.1% 

以下 
平成 17年 2月 

                            ＊県危機管理課資料による 

山形県が調査した、想定される地震における被害想定については表－２から表－４に示す。 

（表－２） 県内断層帯の被害想定調査結果一覧表 

ブロック 庄内平野東縁断層帯 新庄盆地断層帯 山形盆地断層帯 長井盆地西縁断層帯 

公表年月 平成１８年６月 平成１０年３月 平成１４年１２月 平成１８年６月 

想定マグニチュード M7.5 M7.0 M7.8 M7.7 

建物全壊 １０，７８１棟 １，２９５棟 ３４，７９２棟 ２２，４７５棟 

建物半壊 ２３，６１８棟 ５，３４２棟 ５４，３９７棟 ５０，９２６棟 

死  者 ９１５人 １１０人 ２，１１４人 １，７０６人 

負 傷 者 ９，６９４人 ２，５８５人 ２１，８８７人 １６，４０５人 

避 難 者 ４１，０４４人 ７，７７６人 ９４，６８８人 ７８，８４９人 

注）発生ケースは冬季の早朝を想定                 ＊県危機管理課資料による 

（表－３） 川西町における長井盆地西縁断層帯地震被害想定調査結果一覧表（建物全半壊数） 

夏季 冬季 

全壊 半壊 全壊 半壊 

９７８ １，６５４ １，１１９ １，８９２ 

＊ 県総合防災課資料による（公表年月：平成 18年 3月） 

（表－４） 川西町における長井盆地西縁断層帯地震被害想定調査結果一覧表（死傷者数及び避難者数） 

昼間人口 

（避難者数） 

夜間人口 

（避難者数） 

夏季昼間 冬季早朝 冬季夕方 

死者 負傷者 死者 負傷者 死者 負傷者 

１７，２４５ 

（１，８１３） 

１９，６１１ 

（２，５６３） 

３２ ４６９ ９４ ９６２ ４３ ５７１ 

＊ 県危機管理課資料による（公表年月：平成 18年 3月） 
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（２） 耐震化の現状 

① 住宅 

平成２５年住宅・土地統計調査によると、本町の住宅総数４，７８０戸で、 

     うち、現行の耐震基準を適用して建築された住宅が２，２５０戸で全体の４７．

１％を占めている。（表－５） 

     構造では、木造戸建住宅４，６９０戸で全体の９８％と高い比率を占め、中

でも昭和５５年までに建築された木造戸建て住宅（新耐震基準適用[昭和５６年

５月３１日]以前着工住宅戸数を加算）は２，４７９戸と木造住宅の約５２．９％

を占め、耐震化に疑問があると考えられる。 

     木造戸建て住宅については、昭和５５年以前に建築された２，４７９戸の内 

    耐震診断を実施すると耐震性があると考えられる山形県の推定値３０％と考え 

    て約７４４戸が耐震性があると推定され、耐震性を満たすと考えられる木造戸

建て住宅は昭和５６年以降の２，２１１戸と合わせて２，９５５戸で耐震化率

は６３％と推定される。 

     非木造等の住宅は９０戸あり、昭和５６年以前に建築された５０戸のうち、

耐震診断を行うと耐震性があると考えられる国の推定値７６％で算定すると約

３８戸の住宅が耐震性があると推定され、耐震性を満たすと考えられる住宅数

は昭和５６年以降建築された４０戸と合わせた７８戸で、耐震化率は約８６．

７％と推定される。 

     したがって、川西町の耐震化状況は昭和５６年以降に建築された住宅２，２

５１戸と昭和５５年以前に建築された住宅で耐震診断により耐震性があると考

えられる木造戸建て住宅７４４戸、非木造住宅３８戸の計７８２戸となり、耐

震性を満たすと考えられる住宅は３，０３２戸で、耐震化率６３．４％と推定

される。（表－６） 

（表－５） 平成２５年住宅・土地統計調査結果                  （単位：戸） 

建築の時期 住宅総数 木造住宅 防火木造 非木造住宅 

昭和５５年以前＊ ２，５２９ １，８３６ ６４３ ５０ 

昭和５６年以降 ２，２５１ １，１２４ １，０８７ ４０ 

計 ４，７８０ ２，９６０ １，７３０ ９０ 

注）非木造住宅には、鉄筋コンクリート造、鉄骨造が含まれる。非木造住宅に共同住宅が含まれる。 

＊統計調査の昭和５５年までの住宅戸数に新耐震基準適用（昭和５６年５月３１日）以前着工住宅戸数を加算。 

（表－６） 住宅の耐震化率の推移 

 

住宅総数 

４，７８０戸 

 

昭和５５年以前 

２，５２９戸 

 

木造戸建住宅 1,735戸(70%)   

非木造等住宅     12戸(24%) 

耐震性なし 

３６．６％ 

木造戸建住宅    744戸(30%) 

非木造等住宅     38戸(76%) 

 

耐震性あり 

６３．４％ 昭和５６年以降 

２，２５１戸 

木造戸建住宅  2,211戸 

非木造等住宅     40戸 
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② 町有建築物 

町の所有する建築物において、昭和５６年以前に建築された施設は１６棟で                       

    約３６．４％を占めている。耐震診断を実施した施設は１６棟のうち８棟で約

５０．０％の実施率となっている。防災活動拠点及び避難施設等の耐震化が急

がれる。（表－７） 

 

（表－７）   町有施設（防災活動拠点施設等となる建築物）施設区分別耐震改修状況  

平成２８年３月末日現在 （単位：棟） 

 

施設 

区分 

 

 

 

 

 

全棟数 

 

 

 

 

 

  

Ｓ56年

以前建

築の全

棟数に

占める

割合 

 

耐震診

断実施

済の棟

数 

  

耐震診

断未実

施の棟

数 

 

耐震化

済の棟

数 

 

耐震化

未実施

の棟数 

 

 

耐震診

断実施

率 

 

耐震化

率 

Ｓ57年

以降建

築棟数 

 

 

 

Ｓ56年 

以前建

築棟数 

 

 

 

 

 

改修等

不要な

棟数 

 

改修等

必要な

棟数 

 

改修済

の棟数 

 

改修未

実施の

棟数 

庁舎等 3 1 2 66.7% 1 0 1 0 1 1 1 2 50.0% 33.3% 

医療機

関等 

1 0 1 100.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0% 0.0% 

小・中

学校 

20 15 5 25.0% 5 0 5 5 0 0 20 0 100.0% 100.0% 

公民館

等 

5 0 5 100.0% 1 0 1 1 0 4 1 4 20.0% 20.0% 

福祉施

設 

2 1 1 50.0% 0 0 0 0 0 1 1 1 0.0% 50.0% 

文化・

体育施

設等 

8 6 2 25.0% 1 0 1 0 1 1 6 2 50.0% 75.0% 

公営住

宅 

1 1 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 1 0 0.0% 100.0% 

その他

の施設 

4 4 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 4 0 0.0% 100.0% 

合計 44 28 16 36.4% 8 0 8 6 2 7 34 8 50.0% 77.3% 

※対象施設は木造以外の建築物で、２階以上又は延べ床面積２００㎡を超えるもの。（山形県公共施設等耐震化基本指針） 

 

 

 

 

 A         B         C        C/A        D         E        F         G         H       I=C-D   J=B+E+G    K=H+I      D/C       J/A 

    

     

= 
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（３） 耐震化の目標設定 

 

① 住宅 

本町の住宅・建築物の耐震化は想定されている地震被害の減災対策として極 

    めて重要であり、国の基本方針及び県促進計画による耐震化率目標と同じとす

る。 

     住宅の平成３２年度における耐震化目標を９５％とする。 

平成２５年度 耐震化率 平成３２年度 目標耐震化率 

６３．４％ ９５％ 

 

  

 

    

  

 平成２５年度推計値  平成３２年度目標 

非木造    ９０戸    ９０戸 

 

 

うち耐震性あり      ７８戸 (86.7%)    ８６戸 (95.6%) 

うち耐震性なし    １２戸 (13.3%)     ４戸 ( 4.4%) 

  

   目標とする耐震化率を達成するためには、平成２５年度推計値の耐震性なしの 

  １,７４９戸から平成３２年度目標値の耐震性なし２３９戸を差し引いた１,５１

０戸の耐震改修等が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 平成２５年度推計値  

 

     

平成３２年度目標 

住 宅   総数 ４，７８０戸 ４，７８０戸 

 

 

うち耐震性あり ３，０３１戸 (63.4%) ４，５４１戸 (95.0%) 

うち耐震性なし １，７４９戸 (36.6%)    ２３９戸 ( 5.0%) 

 平成２５年度推計値  

 

     

平成３２年度目標 

木 造    ４，６９０戸 ４，６９０戸 

 

 

うち耐震性あり ２，９７４戸 (63.4%) ４，４５６戸 (95.0%) 

うち耐震性なし １，７１６戸 (36.6%)    ２３４戸 ( 5.0%) 
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② 町有建築物 

町有施設は、地震時の拠点・避難施設として町民が安心して利用でき、防災 

    上重要な施設として機能する必要がある。また、日常において不特定多数が利

用する施設も安全性の確保が必要になってくることから、財政状況を勘案しな

がら耐震化を進めていくものとする。 

 

平成２７年度 耐震化率 平成３２年度 目標耐震化率 

７７．３％  １００％（小、中学校、公営住宅) 

９５％（その他の町有建築物） 

 

（庁舎・分庁舎）耐震化目標達成のため、耐震化を急ぐ。 

平成２７年度耐震化率 平成３２年度目標耐震化率 

３３．３％ ９５％ 

（医療機関等）耐震化目標達成のため、耐震化を急ぐ。 

平成２７年度耐震化率 平成３２年度目標耐震化率 

０％ ９５％ 

（小・中学校）児童、生徒の安全と地域の災害時における待避所となる施設。 

平成２７年度耐震化率 平成３２年度目標耐震化率 

１００％ １００％ 

（公民館等）耐震化目標達成のため、耐震化を急ぐ。 

平成２７年度耐震化率 平成３２年度目標耐震化率 

２０％ ９５％ 

（福祉施設）耐震化目標達成のため、耐震化を急ぐ。 

平成２７年度耐震化率 平成３２年度目標耐震化率 

５０％ ９５％ 

（文化・社会教育・体育施設）耐震化目標達成のため、耐震化を急ぐ。 

平成２７年度耐震化率 平成３２年度目標耐震化率 

７５％ ９５％ 

（公営住宅）入居者の生命を守る居住施設。 

平成２７年度耐震化率 平成３２年度目標耐震化率 

１００％ １００％ 
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３ 建築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 

 

 （１）耐震診断及び耐震改修に係る基本的な取組方針 

  町内の住宅・建築物の所有者等が自ら耐震化に努めることを基本とし、町は住宅・

建築物の所有者等が耐震診断・耐震改修を計画的に行いやすいように環境の整備や必

要な支援策を講じ、本計画により町内全域において施策の展開を図る。 

・住宅・建築物安全ストック形成事業等、国の補助事業を活用し耐震化を図る。 

・耐震相談窓口を設置する。 

・町民に耐震化に関する情報提供を行う。 

・木造住宅の耐震化に必要な技術者の養育を行う。 

 

 （２）耐震診断及び耐震改修の促進を図るための施策 

  町民に対し、住宅・建築物耐震化の促進を図るため、国や県と協力・連携して耐震

診断を実施し、耐震改修へ誘導するための支援策を講じるなど円滑な耐震化事業の促

進に努める。 

    経済負担を軽減する具体的な支援策として、下記の事業活動を促す。 

  ・川西町木造住宅耐震診断士派遣事業（耐震診断） 

  ・川西町木造住宅耐震改修事業（耐震改修） 

  ・川西町住宅建設支援事業（耐震改修） 

 

 （３）改修実施の環境整備 

  町民が耐震改修について、安心して相談や改修が行えるよう町の地域整備課に耐震 

 相談窓口を設置し、耐震化の情報提供を行う。 

 

 （４）地震時の総合的な安全対策 

  町民の生命・財産を守る立場から、広報誌やホームページ等を活用して住宅の耐震

化の必要性や地震防災知識の普及・啓発を行う。 

 

 （５）地震時の通行を確保する道路 

  地震時において、建築物の倒壊により緊急車両の通行や町民の避難の妨げにならな

いよう、「山形県地域防災計画」（地震対策編）に記載された緊急輸送道路（１次、２

次）を耐震改修促進法第５条第３項第２号または第３号の道路として県が指定した場

合は、県と協力し、沿道建築物の所有者に対し、耐震改修等の必要性について知識の

普及啓発を行い、耐震改修の促進を図る。 
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４ 建築物の地震に対する安全性の向上に関する啓発等 

 

 （１）地震ハザードマップの作成 

  地震ハザードマップを活用し、その地域に発生のおそれのある地震や地震による被

害等の可能性を町民に伝えることにより耐震化の意識を啓発する。 

 

 （２）相談体制の整備・情報提供の充実 

  町では住宅・建築物所有者が耐震化について相談する体制整備のため、地域整備課

に相談窓口を設置する。 

相談窓口では、住宅・耐震診断・耐震改修についての情報を提供し、技術的な事項

については、専門機関の相談窓口を紹介する。 

 

 （３）パンフレットの作成とその活用 

  広く町民に対して、耐震化への意識向上を図るためパンフレットを配布し、耐震診

断・改修に関する知識や情報を提供する。また、多数集まる町内会公民館等に耐震化

促進のポスターを掲示しパンフレットも備える。 

  各種行事及びイベント等の機会において、建築物の耐震診断及び耐震改修の必要性

について普及啓発を図る。 

 

 （４）家具の転倒防止策の推進 

  阪神・淡路大震災の教訓を生かし、地震時における家具の転倒防止策についてパン

フレット等を活用して町民に対策事例等を紹介し、自らできる地震対策への取組につ

いて普及啓発を図る。 

 

 （５）自治会等との連携 

  地震防災対策では「自らの地域は自ら守る」という共助の考え方が重要である。 

  自治会や自主防災組織などの地域活動組織は地域の災害時対応において重要な役

割を果たすほか、平常時においても地震時の危険箇所の点検や耐震化の啓発活動を行

うことが期待される。また、地域に密着した専門家や自主防災組織の育成等幅広い取

組が必要と思われる。このような地域の取組に対して情報提供等を含め支援する。 

  公民館等において映像等を活用して耐震化の必要性を呼びかける耐震相談会の開

催や必要に応じて出前講座を開催する。 

 

５ 所管行政庁との連携 

  建築物の耐震化の促進を図るためには、所管行政庁である山形県と十分な調整を行

い、連携しながら効果的な指導を行っていく必要がある。また、特定建築物について、

耐震診断及び耐震改修の必要があると認められる場合には、所有者に対し指導及び助

言等に努めるものとする。 
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６ その他耐震診断及び耐震改修の促進に関し必要な事項 

 

 （１）関係団体との連携 

  耐震診断や耐震改修リフォームの普及・啓発による地震発生前の対策の推進を図る

ため、(社)山形県建築士会をはじめとする建築関係公益法人等と県及び市町村で構成

する「山形県住宅・建築物地震対策推進協議会」と連携し、その対策の推進を図る。 

  また、木造住宅の耐震診断について、(社)山形県建築士事務所協会等の協力を得な

がら木造住宅の耐震改修の促進を図る。 

  

（２）その他 

 ア 住宅全体の耐震化が困難と思われる高齢者世帯の住宅については、応急対策と

して寝室又は居間のシェルターによる補強や、耐震ベット・耐震テーブル等の設

置が家具の転倒防止や天井落下等の危険から身を守る対策としても有効である

ことから促進を図っていく。 

 イ 住宅の耐震化とともに、いざというときの保険として地震保険の加入の促進を

図るための普及啓発を行う。 

 ウ 地震時に倒壊のおそれのある老朽化した空き家の住宅・共同住宅については、

周囲に影響を与えることが危惧されるため、所有者に対して撤去、除却するよう 

  協力を要請する。 

エ 促進計画は、耐震化の進捗状況にあわせて、適宜見直しを行う。 


